
４ 平成１９年度三重県内２９市町の普通会計決算の概要 
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１１１   決決決算算算規規規模模模・・・決決決算算算収収収支支支ののの状状状況況況      

 

○歳入総額は 6,611 億 5,457 万円（14 億 9,515 万円、0.2%増加）、歳出総額は 6,407 億 4,143

万円（77 億 2,338 万円、1.2%増加）で、歳入、歳出とも増加するのは平成１６年度以来３年

ぶりです。 

 ○実質収支の合計は、179 億 1,867 万円で前年度より 50 億 7,648 万円（22.1%）の減少となり

ました。なお、昭和６３年度以降２０年連続で全団体の実質収支が黒字となりました。 

（単位：百万円、％）

歳 入 歳 出 単年度 実 質 単 年

差 引 額 収  支 度 収 支

661,155 640,741 20,413 17,919 ▲ 5,076 ▲ 4,286
659,659 633,018 26,641 22,995 1,279 17
1,496 7,723 ▲ 6,228 ▲ 5,076 ▲ 6,355 ▲ 4,303

0.2 1.2 ▲ 23.4 ▲ 22.1 ▲ 496.9 ▲ 25,311.8

実質収支

増  減  額
増  減  率

（注） 原則として、金額については千円単位で計算した額を百万円未満四捨五入した数値（端数処理
により内訳と合計等が一致しない場合があります。）、率については千円単位で計算した数値です。（以
下の表において同じ）

年度

平成19年度
平成18年度

区分
歳入額 歳出額

 

（参考） 実質単年度収支が赤字である団体数の状況

平成１９年度 平成１８年度 増減

赤字団体数 １１団体 １５団体 ▲４団体 ※団体数：２９団体

（全団体に占める割合） （37.9%） （51.7%） （▲26.7%） ※増減の括弧書きは、伸び率を示す。

 

【特 色】 

 ○歳入については、所得税から個人住民税への税源移譲による地方税の増などにより

約 15 億円（0.2%）の増加、歳出については、扶助費や物件費の増などにより、約

77 億円（1.2%）の増加となり、平成 16 年度以来３年ぶりに歳入歳出とも前年度を

上回りました。 

○経常収支比率については、扶助費などの増加により県平均で 88.9%（前年度 87.8%）

となりました。なお、約半数の 15 団体が 90%以上となっており、依然として厳しい

財政状況が続いています。 

○地方債現在高は、約 7,011 億円（平成 19 年度末現在）で前年度より約 122 億円（1.7%）

減少し、２年連続で前年度を下回りました。 



＜決算規模の推移＞
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２２２   歳歳歳   入入入    
 

（１）地方税 

所得税から個人住民税への税源移譲、定率減税の廃止などに伴い、前年度より 274億 2,201
万円（10.4％）増加しました。 

（２）地方譲与税 

税源移譲の暫定的な措置である所得譲与税の廃止などに伴い、前年度より 133億 5,249万
円（60.0％）減少しました。 

（３）地方交付税 

投資的経費の減少、地方税の増収などに伴い、前年度より 54億 125万円（5.2％）減少し
ました。 

（４）国庫支出金 

   児童福祉費負担金の増加があるものの、普通建設事業や災害復旧事業に対する支出金が減

少したことに伴い、前年度より 12億 6,551万円（2.4％）減少しました。 
（５）都道府県支出金 

   普通建設事業や災害復旧事業に対する支出金が減少したものの、児童福祉費負担金が増加

したことなどに伴い、前年度より 27億 246万円（8.7％）増加しました。 
（６）繰入金 

財政調整基金の取崩しの減少などに伴い、前年度より 45億 7,538万円（20.3％）減少しま
した。 

（７）地方債 

退職手当債や合併特例債は増加したものの、減税補てん債の皆減や臨時財政対策債の減少

などに伴い、前年度より 28億 4,887万円（4.9％）減少しました。 

















＜経常収支比率分布（団体数）＞

区分
年度

平成１９年度 1 ３ １０ １５
（全団体に占める割合） （３．４％） （１０．３％） （３４．５％） （５１．７％）
平成１８年度 1 ２ １３ １３

（全団体に占める割合） （３．４％） （６．９％） （４４．８％） （４４．８％）

＜実質公債費比率分布（団体数・３ヶ年平均）＞

区分
年度

平成１９年度 ６ １６ ６ １
（全団体に占める割合） （２０．７％） （５５．２％） （２０．７％） （３．４％）

平成１８年度 ５ １３ １０ １
（全団体に占める割合） （１７．２％） （４４．８％） （３４．５％） （３．４％）

60％未満
60％以上
70％未満

100％以上
70％以上
80％未満

80％以上
90％未満

90％以上
100％未満

25％以上10％未満
10％以上
15%未満

15％以上
18%未満

18％以上
25%未満

 

   

５５５   将将将来来来にににわわわたたたるるる実実実質質質的的的ななな財財財政政政負負負担担担    
 
 ○平成 19年度末の積立金現在高は、1,604億 8,955万円で前年度末より 90億 3,416万円（6.0％）

増加しており、合併特例事業による基金造成による増加もありますが、今後も続く厳しい財

政運営に備え、全体的に増加傾向にあります。 
 ○平成 19 年度末の地方債現在高は、7,011 億 3,487 万円で前年度末より 122 億 2,315 万円
（1.7％）減少しました。 

 ○将来にわたる実質的な財政負担は、地方債現在高の減少等により、前年度末に比べ 185 億
4,731万円減の 6,134億 1,994万円となりました。 

 ○地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率については、早期健全化基

準に該当する団体はありませんでした。なお、県内平均は 124.6%、全国平均は 110.4%です。 
 

＜将来にわたる実質的な財政負担の状況＞
（単位：百万円、％）

平成１９年度 平成１８年度

増減額 増減率 増減額 増減率

地方債現在高      Ａ 701,135 ▲ 12,223 ▲ 1.7 713,358 ▲ 7,368 ▲ 1.0

債務負担行為額   Ｂ 72,775 2,711 3.9 70,064 ▲ 6,299 ▲ 8.2

積立金現在高      Ｃ 160,490 9,035 6.0 151,455 ▲ 1,165 ▲ 0.8
うち財政調整基金 74,253 2,287 3.2 71,966 848 1.2
うち減債基金 17,076 498 3.0 16,578 ▲ 676 ▲ 3.9
うちその他特定目的基金 69,161 6,250 9.9 62,911 ▲ 1,337 ▲ 2.1

Ａ＋Ｂ－Ｃ 613,420 ▲ 18,547 ▲ 2.9 631,967 ▲ 12,502 ▲ 1.9

(143.1%) (149.7%)
（対標準財政規模）
※標準財政規模には臨時財政
対策債発行可能額を含みます。

 
 




